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備考：2006 〜 2008 年３年間の平均値
　2010 年の時点での甑島でのキビナゴ刺網漁業の稼働隻数は 58 で，この内，甑島の中心集落で
















































目合規制（5 〜 7 月にかけての子持ちの時期の 18 節からスタートし，漁獲量の減少に合わせて
段階的に 19 節，20 節と目合いを小さくする 17）），②漁場への到着時刻は午前 2 時までで，燈火
時刻は午前 2 時以降とする操業開始時刻の規制，③集魚灯の光力規制，④日曜・祭日を一斉休
漁日とする定期休漁日の設定，⑤操業時の船間距離，⑥ 5 〜 7 月の産卵期における禁漁区およ














































































































設業者 1 社によって営まれている。この内，最大の加工業者が漁協である。2010 年度の販売額
は 9,268 万円である。この内の約 70％，6,469 万円が冷凍キビナゴ製品で占められ，大手外食産
業 27）の他，生協，学校給食，居酒屋チェーン店，全国展開の寿司店などに出荷されている。漁
協の加工場は上甑島の里と下甑島の手打の 2 カ所にあり，両者の販売額の比率は 2:1 である。東
日本大震災後，殺到する冷凍キビナゴ製品の注文に応じるために，出荷量を 90 万トンから 2012
年度は 120 万トンに増強している。漁協は水産加工品の売上金額を将来，2 倍の 2 億円に伸ばそ
うと，六次産業化推進プロジェクトを 2011 年に官民一体となって立ち上げた。メンバーは甑島
漁協組合長を初めとした生産者代表 6 名と，鹿児島県漁業協同組合連合会・鹿児島県信用漁業
協同組合連合会などの系統組織と県・市の行政代表 6 名の計 12 名で構成されている。水産加工

































































































































































地   区 19 歳以下 20 歳台 30 歳台 40 歳台 50 歳台 60 歳台 70 歳以上 不明･法人 合  計
里 本 所 12 18  71  80 114   2  297
上甑支所 1  7  8 21  51  68  84 315  555
鹿島支所 10  8 11  41  45  76  191
下甑支所  1 12 26  73  91 278  28  509
合　 計 1 18 40 76 236 284 552 345 1,552
資料：甑島漁協資料より
備考：2010 年 8 月時点の人数である
鹿児島県立短期大学紀要　第 63 号（2012）
− 84−
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と持続性」『人文地理』第 54 巻第 5 号，pp.63-79
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理規約によると，①資源管理実施期間を 8 〜 10 月の 3 ヶ月間とし，②定期休漁日は 8 月 13
日から 8 月 15 日および 9 月 17・18 日と 10 月 8・9 日で，③反数制限，すなわち網の全長




節なら目合いの内径が約 16mmであり，19 節なら約 17mm、18 節なら約 18mmとなり，結
び目の数が少なくなるにつれて，網目は大きくなる。
18）  流通・販売面での条件不利性については，亀田，西野，工藤らが指摘している。亀田和彦 


















































32）2005 年度第 4 回市政モニターアンケート甑島観光の調査結果による。










プロジェクトで，8 月の盆休みを挟んだ 3 週間，空き家，空き地，空き倉庫を使って作品を
展示しており，2011 年で 9 年目にあたる。運営費は，市の補助金 200 万円（2010 年から 3
年目まで毎年，補助が受けられる）と入場券 1 人 1,000 円，そして協賛期間であるビール会
社からの補助金とを合わせて 400 万円である。2011 年の 8 月 24 日までの期間中の入場者数
は 196 人であった。2010 年は盆休みの期間中 1 週間で 470 名の来場者があり，この内，島
外からの帰省客が 270 名であった。
39）甑島漁協 4 支所の内，里，下甑は青年部に所属する人数がそれぞれ 9 人ないし 10 人と比較 
的多いのに対して、上甑，鹿島は青年部が 1 人ないし 5，6 人と少人数であるため，組織は 
あっても活動を休止している。
40）平間久雄 1999．『地域活性化の戦略』，日本地域社会研究所，p.29

